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( 福祉国家だけにとどまらない ) と他の賃労働制度とのこのような複合的で階層的で相
互補完的な関係に着目する必要がある。
　 　新自由主義の資本蓄積はこのフォード主義的な賃労働制度が機能障害を起こして，労
働力の再生産に関わる諸種の賃労働制度相互の有機的な関係が総体的な編制替えを遂げ
ることによって出現する。福祉制度が国家による生活保障から市場の福祉サービスへと
転換する背後にはこのような資本蓄積過程の構造転換がはらまれている。
　 　木村氏の資本主義認識は国家独占資本主義，あるいは資本主義の全般的危機論に依拠
しているために，第二次大戦後の資本蓄積過程の上記のような動態的な変容についての
認識が欠落し，分析がスタティックになっているのが残念である。
２ 　上記のような資本蓄積過程の構造的な変容に伴って，労働者の労働問題と生活問題と
の関連について現実的な政策課題が出現している。たとえば雇用問題に関しては労働時
間の短縮と雇用の分かち合いというワークシェアリングの問題，労働と生活のバランス
をとるためのワークライフバランス論，労働市場のフレキシブル化にともなう雇用保険
制度の充実あるいは失業者の再教育と再雇用の制度化などの積極的労働市場政策の整
備，このような今日における資本蓄積過程から派生する労働者の労働問題と生活問題と
の有機的関連を視野に入れた社会政策，社会保障政策についての分析が欠落しているの
が惜しまれる。
３ 　木村氏は，社会政策が縮小し，社会福祉が社会政策を補充・代替するという任務を越
えた課題を押し付けられている原因を，現実の労働運動の弱体化に求めている。現実の
社会運動・労働運動などの社会的実践と社会政策・社会福祉政策との関連を問う視点は
貴重であるが，そうであるならば，日本の労働運動，あるいは社会運動の具体的な実態
に即した考察が必要となる。社会政策と社会福祉を ｢総合的生活問題対策体系 ｣のなか
に適切に位置づけ，有機的に関連付けるためには，現実の労働運動と生活保障運動とを
どのように有機的に連携させていくのか。そしてこの課題を追求するために，日本の労
働運動や生活運動の歴史のなかで，労働問題と生活問題とを有機的関係において問うよ
うな社会運動なかったかどうかについての検討が必要になろう。三池闘争に代表される
地域ぐるみ，家族ぐるみの労働運動，あるいは産直運動のような生産者とのコーディネー
ションを追求するような消費者運動あるいは地域社会づくりをめざす生活者運動などに
ついても，掘り起こしていく必要がある。
（111）
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　 　以上の諸論点は，本論文の研究の成果から引き出される今後の研究課題であると言え
る。
（審査委員会の所見）
　本研究は，社会政策や社会福祉の概念規定をめぐる理論史に分け入り，社会政策や社会
保障などの隣接概念との区別を念頭におきつつ「福祉概念」「社会福祉概念」についての
独自の見解を打ち立てている。したがってたんに理論史を復唱するのではなく，理論史の
検討を通して独自の社会福祉概念を検出し，自分なりの概念規定に到達している。
　とりわけ，ポイントとなるのは，社会福祉が社会政策を「補充・代替」する，という論
点であり，この視座から日本の社会政策の限界（不十分な雇用保障や失業者政策）を指摘
すると同時に，他方で，ソーシャルワークの理論的裏付けがこのことに対する冷徹な認識
なしの表面的な機能論にとどまっていることを厳しく批判する。こうした批判は一見抽象
的なことのように思われるかもしれないが，たとえばソーシャルワーカー（社会福祉政策）
に，障害者の就労支援など，本来社会政策，社会保障が対応しなければならない課題をも
負わせている現状に対する根本的な批判たりえている。
　さらに，今後の運動や実践のありかた，展望に関する所説に関しても，主として三塚武
男の「生活問題の階層性」論を手掛かりに，そこから社会政策の課題を引き出し，また，
一方で「社会福祉実践から『社会保障運動へ』」，「社会保障運動と労働運動との連携」と
いう言葉に要約される，スケールの大きな今後の展望を導き出していることである。現実
は著者の言う通りに進んでいない点も多いが，また，その実現のための壁も厚いように思
われるが，本書の最初の理論的考察から引き出される，首尾一貫した戦略として，評価す
ることができる。
　日本の主要な社会福祉論の諸学説を整理し比較検討することによって社会福祉の概念規
定をおこない，社会政策と社会福祉との有機的連携において労働問題と生活問題とを総合
的に把握し，社会保障論の体系的な構築を図る筆者の考察は，これまでの社会福祉研究を
総括すると同時に，今後の社会福祉研究の方向付けを与えるという意味においても貴重な
成果を上げていると言える。
　したがって，本審査委員会は，本論文が博士論文の水準に達しているものと認定する。
本論文の研究成果を踏まえて，木村氏がさらに独自の実証的，理論的な研究領域を開拓す
ることを期待したい。
